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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
ある時代を代表する住宅型がストックとして供用され,やがて次の型のフローにより更新されるのが,
ハウジングサイクルである｡ この論文は,1960年代に大量建設され,いまや老朽化している水造賃貸集合
住宅 (以下,木賃アパート)地区を,良質な住宅市街地へと更新する事業システムについて考案したもの
で,得られた主な成果はつぎの通りである｡
1.建設時から現在まで,住宅形式と住環境,居住者構成,家主と経営にわたる変化を,実地調査と統計
資料により実像化し,関西における戦後住宅史を画した木賃アパートのモノグラフを作成した｡
2.木賃アパートストブタの老朽化 ･市場価値低下,空き家化,個別更新 ･滅失等の趨勢分析に基づき,
放置した場合の将来住宅 ･市街地像と問題性を予測し,自然淘汰説を批判して,計画的な更新を誘導する
施策の必要性に根拠を与えた｡
3.居住者,地権者及び自治体行政のニーズ分析から,低質住宅の解消 ･良質住宅の供給 ･基盤施設整備
が計画の基本課題であることを示した｡
4.これら3課題を総合的に実現する事業方式を系統的に検討し,複数の地権者が集まって行う ｢共同再
開発方式｣を考案し,これを住宅水準,経営採算性,公的資金の投入効果から評価して,実現度の高い事
業システムであることを示した｡
5.先行実験的な取組みである ｢朝日地区面的共同再生事業｣(1982-91年,門真市)にコーディネータ
ーとして参画して,複雑な課題に適用できる実践的な事業システムを組み立て,かつその有用性を実証し
た｡
以上,要するに本論文は,住宅 ･市街地の計画論に新しい知見を与えるもので,学術上,実際上寄与す
ることが少なくない｡
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よって本論文は博士 (工学)の学位論文として価値あるものと認める｡また平成9年 1月24日,論文内
容とそれに関連した事項について試問を行った結果,合格と認めた｡
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